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今⽇日の授業で議論論したいこと：�
�
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¡ これまでのまとめ:様々な現場の課題・問題を知る 
•  正社員の⻑⾧長時間労働・過重労働の蔓延 

• いじめ・パワハラ・マタハラ 
• ⾮非正規労働者の増加、不不安定な雇⽤用と低賃⾦金金�

¡ ⽇日本の労働社会（＝働く⼈人たちの社会≒⽇日本の場合は企業
社会）を社会科学的に分析してみる 

•  90年年代後半以降降、何が変わったか 

¡ ⽇日本の労働社会の成り⽴立立ちから改⾰革の⽅方向を考える 
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⽇日本の労働社会を社会科学的に分析
してみる�
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¡ 90年年代以降降、何が変わったか？ 

• 労使関係：労働組合組織率率率の低下・集団的労使紛争の激減 

 　→個別労働紛争の増加 
• 正社員の⻑⾧長時間労働の蔓延 
• ⾮非正規労働者の増加→雇⽤用構造変化 
• 格差と貧困の拡⼤大 
• 賃⾦金金の停滞 
• 分配構造の変化 

�



⽇日本の労働社会を分析する上で知っ
ておきたい基礎知識識�
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１．2014年年の労働組合組織率率率は？�

 　 　 　 　12.9％、17.5％、25.4％�

２．25歳から44歳の男性で週60時間以上働く男性労働者の⽐比率率率は？（⼀一番近い数字を）�

 　 　 　 　10％、20％、30％�

３．いま、全労働者にしめる⾮非正規労働者の⽐比率率率は？（⼀一番近い数字を）�

�20％、30％、40％�

４．全給与所得者に占める年年収200万円以下の給与所得者の割合は？（⼀一番近い数字を）�

 　 　 　 　15％、25％、35％�

５．⽇日本の相対的貧困率率率はOECD（先進国34カ国）の中で⾼高い⽅方から何位？�

 　 　 　 　６位、12位、21位�



日本国憲法:25条、27条、28条 
労働法：労働者の権利を定める 
・労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法	


・労働契約法	


・労働組合法	

・労働者災害補償保険法、雇用保険法	


・労働者派遣法	

・育児介護休業法	

・男女雇用機会均等法など	


会社＝使用者	
 労働組合	


指揮命令 
賃金支払い	


労働力を提供	


対等・団体交渉	

労働組合	

・企業別労働組合	

・産業別労働組合	


・地域ユニオン（会社に組合がな
くても、一人で加入できる）	

・連合などの相談窓口	


・労働NPOなどの相談窓口	


労働行政機関	

国の相談窓口 
・労働基準監督署（労基法違反、労働

災害）	


・都道府県労働局（総合労働相談コー
ナー）	


 
自治体の相談窓口	


・東京都労働相談情報センター	


・道府県労政所管事務所	


労
働
者	


労働契約	
 労働条件・職場環境の改善	

法律違反やトラブルの解決	


会社と労働者の関係図 

労働組合をつくる	

労働組合に相談する
／加入する	


相談する	
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労使関係の変化：集団から個⼈人へ 
労働組合組織率率率の低下	
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出所：厚生労働省「労
働組合基礎調査」 

組合員数のピーク
1994年1270万人
（24.1％）→	
  
2014年984万9千
人（17.5％）	

	

パート組合員数　	

2005年38万9千人
(3.3％）→	
  
2014年97万
（6.7％）	
  



企業規模別の労働組合組織率率率 
1000⼈人以上は45.3％ 100⼈人未満は1％�
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5

３ 企業規模別（民営企業）の状況

民営企業の労働組合員数（単位労働組合）は830万 5千人で、前年に比べて9千人の減（0.1

％減）となっている。

これを企業規模別にみると、1,000人以上規模が533万 7千人(全体の64.3％)と６割以上を

占め、300～999人規模が116万 3千人(同 14.0％)、100～299人規模が62万 9千人(同 7.6％)

などとなっている。（第３表）

第３表 企業規模別（民営企業）労働組合員数（単位労働組合）

注: 1) 「その他」には、複数企業の労働者で組織されている労働組合及び企業規模不明の労働組合の労働組合員数が含まれる。
2) 雇用者数は、労働力調査の民営企業の数値であり、｢計｣には｢企業規模不明｣が含まれる。

対前年差
対前年
増減率

構成比

千人 千人 ％ ％ 万人 ％

計 8,305 -9 -0.1 100.0 5,100 16.3

1,000 人 以 上 5,337 48 0.9 64.3 1,178 45.3

300 ～ 999人 1,163 -23 -2.0 14.0

100 ～ 299人 629 -6 -1.0 7.6

30 ～ 99人 204 -5 -2.3 2.5

29 人 以 下 30 -1 -3.4 0.4

そ の 他 942 -21 -2.2 11.3 … …

2,416 1.0

1,444 12.4

企 業 規 模
労 働 組 合 員 数

雇用者数 推定組織率

出所：厚生労働省「平成26年労働組合基礎調査」 



ストライキ件数の激減から30年年�
労使の⼒力力関係は経営優位に�
伝家の宝⼑刀はもう抜けない？�
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個別労働紛争の増加�
厚⽣生労働省省関係（労働局・労基署など）の総合労働相談件数は⾼高⽌止まり
傾向。解雇・雇⽌止め・退職勧奨27.2％、いじめ・嫌がらせ19.7％、労働
条件の引下げが10.0%など（2013年年度度）�
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- 2 - 

 

１ 総合労働相談の状況 
 
（１） 件数の推移 

 

 

 

※ 「民事上の個別労働紛争」とは、労働条件その他労働関係に関する事項についての個々の労働者

と事業主との間の紛争（労働基準法等の違反に係るものを除く）。 

 

（２）内容は『いじめ・嫌がらせ』が増加 

 
○ 平成25年度の民事上の個別労働紛争相談の内訳は、多いものから『いじめ・嫌がらせ』

が 59,197件（19.7％）、『解雇』が 43,956件（14.6％）、『自己都合退職』が 33,049

件（11.0％）となっている。（第１・２表参照） 

○ 相談者は、労働者（求職者を含む）が 199,123件（81.0％）と大半を占めており、事業

主からの相談は 27,530件（11.2％）であった。（別添１の２参照） 

○ 紛争の当事者である労働者の就労形態は、『正社員』が 97,573件（39.7％）、『パー

ト・アルバイト』が 40,604件（16.5％）、『期間契約社員』が 26,696件（10.9％）、

『派遣労働者』が 10,031件（4.1％）となっている。（第３表参照） 

 

出所：厚生労働省「平成25年度個別労働紛争解決制度施行状況」	




正社員：⻑⾧長時間労働の蔓延 
25歳から44歳の男性の約2割は週60時間働く 
 　→過労死・⼼心⾝身の疾患を引き起こす�

10	


ᅗϨ㸫13 ୺࡞㞠⏝ᙧែ㸪㐌㛫ᑵᴗ᫬㛫㝵⣭ู㞠⏝⪅㸦ᙺဨࢆ㝖ࡃ㸧ࡢ๭ྜ㸦ᖺ㛫ᑵᴗ᪥ᩘ200᪥௨ୖ㸧 

㸫ᖹᡂ19ᖺ㸪24ᖺ 

 

 

ᅗϨ㸫14 ᖺ㱋㝵⣭ู㐌㛫ᑵᴗ᫬㛫60ࡀ᫬㛫௨ୖࡢ⏨ᛶࡢṇつࡢ⫋ဨ࣭ᚑᴗဨࡢ๭ྜ 

㸦ᖺ㛫ᑵᴗ᪥ᩘ200᪥௨ୖ㸧㸫ᖹᡂ19ᖺ㸪24ᖺ 

  

12.0 

18.9 

22.2 
22.9 

22.5 

21.0 

18.1 

14.6 

11.6 11.1 

9.5 

11.2 

16.0 

19.6 
20.6 

19.4 
18.7 

16.6 

13.7 

10.8 10.8 
10.2 

0

5

10

15

20

25

15㹼19ṓ 20㹼24 25㹼29 30㹼34 35㹼39 40㹼44 45㹼49 50㹼54 55㹼59 60㹼64 65ṓ௨ୖ

ᖹᡂ19ᖺ

ᖹᡂ24ᖺ

㸦㸣㸧

1.6 

1.8 

44.1 

45.5 

28.7 

31.3 

1.4

1.6

15.4

14.8

11.1

11.4

29.7 

32.7 

26.4 

27.6 

29.1 

29.0 

29.2

28.5

8.6

7.2

16.7

15.5

22.2

21.0
3.6

3.2
9.4

8.4

8.2

7.3

0.9

0.8

2.3

2.0

7.4

6.7

0.8

0.8

2.4

1.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ᖹᡂ19ᖺ

ᖹᡂ24ᖺ

ᖹᡂ19ᖺ

ᖹᡂ24ᖺ

ᖹᡂ19ᖺ

ᖹᡂ24ᖺ

㸦㸣㸧

30᫬㛫ᮍ‶ 30㹼34 35㹼42 43㹼48 49㹼59 60㹼64 65᫬㛫௨ୖ

ṇつࡢ⫋ဨ࣭

ᚑᴗဨ

ࢺ࣮ࣃ

ࢺ࢖ࣂࣝ࢔

65᫬㛫௨ୖ

ὀ㸧 ࢺ࣮ࣃࠕ 㸪ࠖࡢ➼ࠖࢺ࢖ࣂࣝ࢔ࠕ㞠⏝ᙧែࡣ໅ࡵඛ࡛ࡢ࿧⛠ࠋࡿࡼ࡟ 

-  31 -

年齢階級別週間就業時間が60時間以上の男性の正規の職員・従業員の割合 
（年間就業日数200日以上）　2007年（平成19年）、2012年（平成24年） 
総務省『平成24年就業構造基本調査結果の概要』（2013年）  



年年間労働時間の国際⽐比較 

単位：時間

2014年年 2013年

年年間総実労働時間 2050.2 2039.7

所定内労働時間 1845.8 1847.5

時間外労働時間 204.4 192.2

　出典：ＪＡＭ「2014年度労働条件調査その１」より

ＪＡＭにおける総実労働時間の実態

⽀支給賃⾦金金換算�

世帯調査は実態に近い�
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正規労働者と⾮非正規労働者�
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2015年1〜3月	

正規労働者	

　3265万人(62.3%)	

非正規労働者	

  1979万人(37.7%)	

パート・アルバイト　　　　　　	

　1360万	

派遣　　　　  120万 
契約・嘱託　412万 
その他　　　 87万　  

■正規労働者数の
ピークは1997年の
3812万人	


　↓（547万人減）	

現在は3265万人	


	

■非正規労働者数
は1993年986万人

（20.8％）	

↓（993万人増） 
現在は1979万人	

（37.7％）	




⾮非正規労働者⽐比率率率の推移�
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出所：1993年か
ら2001年は「労
働力調査特別
調査」の各年2
月集計、2002
年から2010年、
2013年からは
「労働力調査
（詳細集計）」の
1月から3月の
平均、2011年は
同調査10月か
ら12月の平均に
よる。	




年年齢別⾮非正規労働者⽐比率率率 
（2015年年1-3⽉月平均）出所：労働⼒力力調査 　 　�
全平均37.7％全世代平均⼥女女性57.0％、男性22.0％�
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15〜24歳	
 25〜34歳	
 35〜44歳	
 45〜54歳	
 55〜64歳	


女性	
 35.8 	
 41.3 	
 55.3 	
 60.1 	
 68.1 	


男性	
 28	
 16.5	
 9.7	
 9.5	
 31.5	


男女	
 31.9	
 27.5	
 29.7	
 32.9	
 47.6	


0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

（15歳から24歳は在学中を除く：在学中を含めると女性53.6％、男性47.2％）	




年年齢別⾮非正規労働者⽐比率率率（1993年年2⽉月） 
全平均20.8％ 　⼥女女性の全世代平均38.1％、男性9.4％�
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15〜24歳	
 25〜34歳	
 35〜44歳	
 45〜54歳	
 55〜64歳	


女性	
 23.6 	
 27.1 	
 47.1 	
 47.4 	
 45.1 	


男性	
 22.5	
 3.7	
 2.8	
 3.4	
 19.5	


0.0 	


5.0 	


10.0 	


15.0 	


20.0 	


25.0 	


30.0 	


35.0 	


40.0 	


45.0 	


50.0 	


（15歳から24歳は在学中を含む）	




⼥女女性の年年齢別⾮非正規労働者⽐比率率率 
（1993年年2⽉月と2015年年1⽉月-3⽉月平均） 
⼥女女性の全世代平均1993年年38.1％ 　2015年年57.0％、�
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15〜24歳	
 25〜34歳	
 35〜44歳	
 45〜54歳	
 55〜64歳	


1993女性	
 23.6 	
 27.1 	
 47.1 	
 47.4 	
 45.1 	


2015女性	
 35.8 	
 41.3 	
 55.3 	
 60.1 	
 68.6 	


0.0 	


10.0 	


20.0 	


30.0 	


40.0 	


50.0 	


60.0 	


70.0 	


80.0 	


（2015年の15歳から24歳は在学中を除く：在学中を含めると女性53.6％）	




男性の年年齢別⾮非正規労働者⽐比率率率 
（1993年年2⽉月と2015年年1⽉月-3⽉月平均） 　 　�
男性全世代平均1993年年9.4％、男性2015年年22.0％�
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15〜24歳	
 25〜34歳	
 35〜44歳	
 45〜54歳	
 55〜64歳	


男性1993	
 22.5	
 3.7	
 2.8	
 3.4	
 19.5	


男性2015	
 28.0 	
 16.5 	
 9.7 	
 9.5 	
 31.5 	


0	


5	


10	


15	


20	


25	


30	


35	


（2015年は15歳から24歳は在学中を除く：在学中を含めると男性47.2％）	




賃⾦金金の停滞・減少と働く貧困層の増⼤大� 18	


¡ 労働者の平均賃⾦金金は停滞→低下へ 
•  1990年年425万円→2000年年461万→2013年年414万円�
•  2013年年：正規：男526.6万円 　⼥女女356.1万円 　平均473.0万円�
 　 　 　 　 　⾮非正規：男224.5万円 　⼥女女167.8万円 　平均168万円�

¡ 年年収200万円以下のワーキングプア（働く貧困層）の増加 
•  1990年年769万⼈人→2000年年825万⼈人→2013年年1119.9万⼈人 
 　 　 　(給与所得者に占める⽐比率率率24.1%) 
（国税庁「⺠民間給与実態統計調査結果」） 

¡ 正社員の低賃⾦金金化＝名ばかり正社員の増加： 
• 年年収300万円未満：男性正社員22.7％、⼥女女性正社員51.8％ 
• 年年収400万円未満：男性正社員42.1％、⼥女女性正社員72.2％ 
 　（総務省省「平成24年年就業構造基本調査」  ） 



OECD６位の相対的貧困率率率＝16.1％ 
⼀一⼈人親世帯は54.6％（OECD1位） 　�
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厚生労働省「平成25年国民生活基礎調査」 	




OECD６位の相対的貧困率率率＝16.1％ 
⼀一⼈人親世帯は54.6％（OECD1位）�
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POVERTY RATES AND GAPS

Poverty rates and poverty gaps
2010 or latest available year

1 2 http://dx.doi.org/10.1787/888933027627

Trends in poverty rates
Relative poverty rates in mid-1980s, mid-1990s and 2010 or latest available year

1 2 http://dx.doi.org/10.1787/888933025062

Relative poverty rates
(50% median income)

Poverty gap
(mean)

Entire population Children (age 0-17) Working-age population
(age 18-65)

Retirement-age population
(over 65) Entire population

Australia 0.14 0.15 0.10 0.36 0.25
Austria 0.08 0.08 0.07 0.11 0.24
Belgium 0.10 0.13 0.08 0.11 0.21
Canada 0.12 0.14 0.12 .. 0.31
Chile 0.18 0.24 0.15 0.20 0.33
Czech Republic 0.06 0.09 0.06 0.04 0.23
Denmark 0.06 0.04 0.06 0.08 0.28
Estonia 0.12 0.12 0.13 0.07 0.33
Finland 0.07 0.04 0.08 0.10 0.19
France 0.08 0.11 0.07 0.05 0.24
Germany 0.09 0.09 0.08 0.11 0.24
Greece 0.14 0.18 0.13 0.16 0.34
Hungary 0.07 0.09 0.07 0.02 0.27
Iceland 0.06 0.07 0.07 0.03 0.29
Ireland 0.09 0.10 0.09 0.08 0.34
Israel 0.21 0.29 0.17 0.21 0.34
Italy 0.13 0.18 0.12 0.11 0.38
Japan 0.16 0.16 0.14 0.19 0.33
Korea 0.15 0.10 0.11 0.49 0.39
Luxembourg 0.07 0.11 0.07 0.02 0.21
Mexico 0.20 0.25 0.17 0.28 0.41
Netherlands 0.08 0.10 0.08 0.01 0.31
New Zealand 0.10 0.13 0.09 0.13 0.26
Norway 0.08 0.05 0.09 0.06 0.37
Poland 0.11 0.14 0.11 0.10 0.28
Portugal 0.11 0.16 0.10 0.10 0.25
Slovak Republic 0.08 0.12 0.08 0.04 0.29
Slovenia 0.09 0.09 0.08 0.17 0.21
Spain 0.15 0.21 0.15 0.13 0.42
Sweden 0.09 0.08 0.09 0.09 0.26
Switzerland 0.10 0.10 0.07 0.22 0.26
Turkey 0.19 0.28 0.15 0.18 0.31
United Kingdom 0.10 0.10 0.10 0.09 0.35
United States 0.17 0.21 0.18 0.15 0.38
EU 28 .. .. .. .. ..
OECD 0.11 0.13 0.10 0.13 0.30
Brazil .. .. .. .. ..
China .. .. .. .. ..
India .. .. .. .. ..
Indonesia .. .. .. .. ..
Russian Federation 0.14 0.19 0.15 .. 0.27
South Africa .. .. .. .. ..

 0.00
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2010 or latest available year Mid-1990s Mid-1980s

出所：OECD Factbook 2014	
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90年年代以降降の⼤大きな変化�
22	


¡  バブル崩壊後（1991年年）の⻑⾧長期不不況 

¡  グローバル化：国際競争の激化、⽣生産拠点の海外移転、⾃自由貿易易協定、外資（多国籍
企業）・外国ファンドの圧⼒力力 

¡  アメリカ発の新⾃自由主義（規制緩和・⼩小さな政府・市場原理理主義）のインパクト：⽇日
本政府の政策に重⼤大な影響 

¡  企業の経営・労務政策の変化 　 

•  60年年代から80年年代に形成された⽇日本的経営：⻑⾧長期的な視点、株の持ち合い、正社員
を中⼼心とする⻑⾧長期雇⽤用慣⾏行行、労使協調 

•  →「新時代の⽇日本的経営」への転換：アメリカ型の経営スタイル 

•  短期的利利益（株主配当）重視、⼈人件費削減型のリストラ 

•  正社員から⾮非正規労働者へ・アウトソーシング（外注）の拡⼤大 

¡  政府の労働政策＝規制緩和 

•  企業の雇⽤用維持型からリストラ⽀支援へ 

•  雇⽤用流流動化：派遣労働の原則⾃自由化・⾮非正規労働者の拡⼤大を推進・⽀支援 

•  労働時間規制の緩和 

•  2001⼩小泉・安倍政権→2007福⽥田・⿇麻⽣生政権→（リーマンショック・派遣村） 　 　
→2009⺠民主党政権→2012第２次安倍政権�



⽇日経連『新時代の「⽇日本的経営」』
（1995年年）�
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安倍政権の登場：�
アベノミクスと雇⽤用改⾰革�

24	


¡ アベノミクス：新⾃自由主義・市場主義・トリクルダウン理理論論
を基礎としながら、あらゆる政策を発動（なんでもあり）�
•  財政・⾦金金融政策：量量的緩和、公共事業の拡⼤大（ケインズ主義的な政
策）�

•  企業が世界⼀一活動しやすい環境を整備←成⻑⾧長戦略略と称して⼤大企業・多
国籍（アメリカ）企業のために便便宜を図る�

•  消費税増税、法⼈人減税成⻑⾧長戦略略：雇⽤用・農業・医療療の市場化（規制の
緩和撤廃）、賃上げ要請→賃⾦金金が上がる！？�

•  環太平洋戦略略的経済連携協定（TPP)交渉参加�
 　→格差の拡⼤大・雇⽤用破壊・農業の崩壊・地⽅方の疲弊！？�
•  原発再稼働�

¡ トリクルダウン理理論論：富裕層・⼤大企業が富めれば、経済は活
性化して、富が徐々に貧困層に流流れ落落ちて、国⺠民経済全体が
潤うという理理論論→結果は格差と貧困の拡⼤大か？�



アベノミクスと雇⽤用改⾰革：�
新⾃自由主義政策と労働者保護ルールの改悪�
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¡ 「正規・⾮非正規の⼆二極化構造の是正」、「経済再⽣生と成⻑⾧長⼒力力強化のた
め、『⼈人が動く』ように雇⽤用の多様性、柔軟性を⾼高め、『失業なき円
滑滑な労働移動』を実現させていく観点から雇⽤用改⾰革を進める。�

（1）労働者派遣制度度の⾒見見直し（派遣労働を臨臨時的⼀一時的なものから恒
常的なものとし、３年年ごとに労働者を代えれば、期間制限なく継続的に
使えるようにする） 

（2）労働時間法制の⾒見見直し：ホワイトカラー・エグゼンプション＝
「⾼高度度プロフェッショナル労働制」：労働時間・残業規制や残業代なし�

（3）有料料職業紹介事業・⼈人材ビジネスの規制緩和と政策的活⽤用：雇⽤用
調整助成⾦金金（休業、教育訓練や出向を通じて従業員の雇⽤用を維持する事
業主に助成）を削減し、労働移動⽀支援助成⾦金金（離離職する従業員の再就職
⽀支援を⼈人材ビジネスに依頼して⾏行行う事業主に助成）を拡⼤大�



アベノミクスと雇⽤用改⾰革＝企業が世
界⼀一活動しやすい環境を整備�
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（4）解雇規制の緩和 
•  （解雇しやすい）限定（ジョブ型）正社員の拡⼤大を政策的に推進 
•  解雇の⾦金金銭解決制度度の創設を検討 

¡ 企業が世界⼀一活動しやすい環境を整備＝雇⽤用改⾰革の名の下に、労働者保護ルー
ルを⾻骨抜きに（＝岩盤規制にドリルで⽳穴を空ける＝新⾃自由主義的な規制緩和・
⾃自由化・流流動化政策の推進）←⼤大企業・多国籍企業のために便便宜を図る。 

¡ 争点＝⻑⾧長時間労働の蔓延、雇⽤用の流流動化・解雇規制の緩和、有料料職業紹介の緩
和（⼈人材ビジネスの積極的活⽤用）、派遣労働の恒常化か�
労働時間規制の強化、雇⽤用安定を前提に職業訓練や公的職業紹介の充実、⾮非正
規労働者の雇⽤用安定・処遇改善・無期転換、派遣労働の規制か�

¡ 想定される結果：�
•  ⼈人材ビジネスがぼろ儲け・労働者を⾷食い物に�
•  良良質な雇⽤用の破壊、雇⽤用は不不安定化、失業率率率の増加、⾮非正規・派遣の拡⼤大�
•  物価は上昇するが賃⾦金金は上がらない�
•  国内産業の衰退、地⽅方の疲弊、外資の⾷食い物にされる�



アベノミクスと雇⽤用改⾰革�
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正社員	


限定（ジョブ
型）正社員	


無限定社員	


契約社員	


パート・アルバイト	


契約社員	


パート・アルバイト	


派遣社員	


総合職
一般職	


有期雇用・非正規雇用	


無期雇用	

仕事がなくなれば解雇？	


無限定労働時間・労働時間
規制の適用除外・成果主義	


5年までの細切れ雇用	


派遣労働は臨時的一時的なもの
から恒常的な労働とする（完全自
由化）	

必要なくなれば打ち切りは簡単	


必要なときに雇う	


一般職・専門職的な仕事の非正規化	


個人請負・フリーランス	


無期雇用への転換は進むか？［労働契約法18
条：5年（10年）を超えると無期転換権が発生］	


【直接雇用】	


【間接雇用】	




課題解決・改⾰革の⽅方向は？�
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¡ ⽬目指すべきモデルは？ 　アメリカ？ 　ヨーロッパ？ 　第三の道か？�

¡ 国の政策の根本的な転換を求める：アベノミクス（トリクルダウン）
では、格差と貧困が蔓延�

¡ 誰でも安⼼心して働き続けられる仕組みを作る�

¡ 労働社会を改⾰革する主体は私たち働く者（労働者）。労働者が連帯す
るためには、労働組合が必要。職場・企業・産業・国・世界レベルに。�

¡ 働く者が知識識と知恵を⾝身につける必要がある：⾼高校・⼤大学での労働教
育�

�



課題解決・改⾰革の⽅方向は？�
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¡ 今後の授業展開： 
6⽉月9⽇日グループ討論論、レポート課題の発表 

 

6⽉月16⽇日労働者の権利利（１）労働法Q&A 

6⽉月23⽇日労働者の権利利（２）労働法Q&A・相談機関の紹介 

 

⽇日本の労働社会の改⾰革の⽅方向を考える 

6⽉月30⽇日⽇日本の労働社会の成り⽴立立ち：濱⼝口桂⼀一郞 

7⽉月７⽇日⽇日本の労働社会の改⾰革­−ジェンダーの視点：⽊木本喜美⼦子 

7⽉月14⽇日⽇日本の労働社会の改⾰革­−EUとの⽐比較：⽥田端弘邦 

７⽉月21⽇日まとめ­−改⾰革の⽅方向を考える：柳柳沢敏勝・⾼高須裕彦�
�


